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【 高知県　四万十町 】

１．健全化判断比率

① ％ ％ ％ ％

② ％ ％ ％ ％

③ ％ ％ ％ ％

④ ％ ％ ％

※ ①実質赤字額及び②連結実質赤字額がないため「―」で表示しています。

２．資金不足比率

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

※ 資金不足額がないため「―」で表示しています。

平成23年度決算に基づく健全化判断比率等の公表について

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）」(財政健全化法)の
規定により本町においても、健全化の指標として、平成23年度決算に基づく「①実質赤字比
率」、「②連結実質赤字比率」、「③実質公債費比率」及び「④将来負担比率」の４指標
（健全化判断比率）並びに公営企業会計に係る「⑤資金不足比率」を算定し、監査委員の審
査を受けその意見を付けて、議会へ報告しましたので公表いたします。
　従来の普通会計だけでなく、公営企業を含む全ての特別会計や一部事務組合、第三セク
ター等についても指標の対象となり、資金収支（フロー指標）とともに資産・負債（ストッ
ク指標）についても健全性が強く求められ、財政運営においては常に４指標等の健全性を維
持することが優先されます。

　平成24年度に算定した「平成23年度決算に基づく健全化判断比率」については下表のとおりと
なり、いずれの指標についても早期健全化基準を下回りました。

指 標
四 万 十 町

早期健全化基準 財政再生基準
23年度決算 22年度決算

13.56 20.00 

連 結 実 質 赤 字 比 率 ― ― 18.56 30.00 

実 質 公 債 費 比 率 12.2 14.0 25.0  35.0  

将 来 負 担 比 率 48.1 54.8 350.0  

　平成24年度に算定した「平成23年度決算に基づく資金不足比率」については、資金不足を生じ
た公営企業（会計）がないため、算定されませんでした。

健
全
化
判
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実 質 赤 字 比 率 ― ―

指
標

公 営 企 業 会 計 名
四 万 十 町

経営健全化基準
23年度決算 22年度決算

20.00 ％

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 ― ―

下 水 道 事 業 特 別 会 計 ― ―

農業集落排水事業特別会計 ― ―

⑤
資
金
不
足
比
率

水 道 事 業 会 計 ― ―
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３．算定内容及び用語解説

①実質赤字比率

千円

②連結実質赤字比率

千円

③実質公債費比率

Ａ： 一般会計等の地方債の元利償還金

Ｃ： 元利償還金に充てた特定財源

Ｄ： 元利償還金・準元利償還金に係る交付税算入額（基準財政需要額算入額）

　一般会計等（本町の場合、一般会計と住宅新築資金等貸付事業特別会計）の実質収支額の合
計が赤字となった場合の、標準財政規模（※1）に対する赤字額の割合。

①実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額

＝ 赤字なし（該当なし）
標準財政規模(※1)

（単位：千円）

（一般会計等の）　会　計　名 歳 入 歳 出 翌年度繰越財源 実質収支額

一 般 会 計 15,563,334 14,921,142 88,181 554,011
住宅新築資金等貸付事業特別会計 13,459 13,459 0 0

554,011

　一般会計等と特別会計の実質収支額、公営企業会計の資金剰余（不足）額の合計が赤字となっ
た場合の、標準財政規模に対する赤字額の比率。

②連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額

＝ 赤字なし（該当なし）
標準財政規模

（単位：千円）

会　計　名　　（区分） 歳 入 歳 出
翌年度

繰越財源
実質収支額

一　　般
会計等

一 般 会 計 15,563,334 14,921,142 88,181 554,011

住宅新築資金等貸付事業特別会計 13,459 13,459 0 0

公

営

事

業

会

計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 2,723,154 2,668,994 0 54,160

国民健康保険大正診療所特別会計 299,792 299,209 0 583

国民健康保険十和診療所特別会計 161,554 160,741 0 813

大 道 へ き 地 診 療 所 特 別 会 計 10,055 9,689 0 366

後期高齢者医療事業特別会計 261,265 258,481 0 2,784

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 2,394,405 2,371,201 0 23,204

公
営
企
業
会
計

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 879,104 879,104 0 0

下 水 道 事 業 特 別 会 計 67,043 67,043 0 0

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 37,550 37,550 0 0

水 道 事 業 会 計
（流動資産） （流動負債） （剰余額）

362,618 4,355 0 358,263

994,184

　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する割合の3ヵ年平均値。

　［ 準元利償還金： 公営企業債に対する繰出金、一部事務組合への公債費負担分、債務負担行為に基づく支出等 ］

③実質公債費比率
（3ヵ年平均）

＝
（ Ａ＋Ｂ ） － （ Ｃ＋Ｄ ）

＝ 12.2%
標準財政規模 － Ｄ

Ｂ： 特別会計への繰出金のうち公営企業債償還に対するもの、組合等への負担金のうち地方債償還に充て
られたもの、債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの、一時借入金利子

 ※1 標準財政規模＝標準税収入額＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額 
              ＝（平成23年度） 8,814,546千円 
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<算定方法> 実質公債費比率

☆分子

＋ ＋

☆分母

<参考>　実質公債費比率の推移

（単位：千円）

Ａ
元利償還金 平21 平22 平23

Ｃ
特定財源 平21 平22 平23

地方債の元利償還金
（繰上償還除く）

2,612,820 2,461,299 2,287,349
元利償還金・準元利償
還金に充てた特定財源

141,173 114,930 88,275

Ｂ

準元利償還金 平21 平22 平23

Ｄ

交付税算入額 平21 平22 平23

繰出金のうち公営企業
債償還に充てられたもの

262,475 258,660 255,417 ― 元利償還金に係る交付
税算入額

1,668,951 1,678,986 1,607,872

組合等の起こした地方債
の償還に充てられたもの 2,257 2,244 1,476

準元利償還金に係る交
付税算入額

137,132 132,238 121,359

債務負担行為に基づく支出
のうち公債費に準ずるもの 57,704 57,365 57,305 計 1,806,083 1,811,224 1,729,231

一時借入金の利子 355 282 101

計 322,791 318,551 314,299

標準財政規模 平21 平22 平23

Ｄ

交付税算入額

計

平21 平22 平23

標準財政規模（臨時財政対策
債発行可能額含む）

8,718,924 9,237,605 8,814,546 ― 元利償還金に係る交付
税算入額

1,668,951 1,678,986 1,607,872

準元利償還金に係る交
付税算入額

137,132 132,238 121,359

1,806,083 1,811,224 1,729,231

（単位：千円、％）

区 分
単 年 度 ３ヵ年

平 均平21 平22 平23

分 子 988,355 853,696 784,142

分 母 6,912,841 7,426,381 7,085,315

実質公債費比率 14.2 11.4 11.0 12.2
　※小数点第2位以下
　　 切り捨て

　実質公債費比率（3ヵ年平均）は、単年度の実質公債費比率が高かった平成20年度の比率が、算定
の基礎から外れたことや、元利償還金の減少等による分子の減少率が、標準財政規模の減少等による
分母の減少率を上回ったことにより、前年度から1.8ポイント減少の12.2％となりました。
　現時点では適正な水準ですが、今後も地方債残高の推移や公債費の動向を十分に管理し、高水準
である公債費の抑制に努める必要があります。

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23

単　年　度 14.4 18.3 17.9 16.4 14.2 11.4 11.0

３ヵ年平均 16.8 17.5 16.1 14.0 12.2
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④将来負担比率

<算定方法>

☆分子

＋

＋

☆分母

　一般会計等（普通会計）が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。

④将来負担比率 ＝
Ａ － （ Ｂ＋Ｃ＋Ｄ ）

＝ 48.1%
標準財政規模 － Ｅ

（単位：千円）

Ａ

将 来 負 担 見 込 額
Ｂ

充 当 可 能 基 金

一般会計等（普通会計）の地方債残高 19,574,469
合併特例債まちづくり基金等を除く
充 当 可 能 基 金 残 高

5,663,805

債務負担行為に基づく支出予定額 75,117

公営企業債の元金償還に充てる
一 般 会 計 等 の 負 担 等 見 込 額

3,021,722

Ｃ

特 定 財 源 見 込 額

組 合 等 の 地 方 債 の 元 金 償 還 に
充 て る 負 担 見 込 額

23,029 ― 住宅使用料、住宅新築資金貸付金
償還金、地域総合整備資金貸付金
償 還 金 、 立 木 売 払 収 入 等

698,574
退 職 手 当 支 給 予 定 額 の う ち
一 般 会 計 等 の 負 担 見 込 額

3,028,936

設 立 法 人 の 負 債 等 負 担 見 込 額 45

連 結 実 質 赤 字 額 0

Ｄ
交付税（基準財政需要額）算入見込額

組 合 等 の 連 結 実 質 赤 字 に 係 る
負 担 見 込 額

0 地方債残高に係る交付税算入見込額 15,950,554

計 25,723,318

（単位：千円）

標 準 財 政 規 模

Ｅ

交付税（基準財政需要額）算入見込額

標 準 財 政 規 模
( 臨 時 財 政 対 策 債 発 行 可 能 額 含 む )

8,814,546 ― 元利償還金に係る交付税算入額 1,607,872

準元利償還金に係る交付税算入額 121,359

計 1,729,231

（単位：千円、％）

分 子 3,410,385

分 母 7,085,315

将来負担比率 48.1
　※小数点第2位以下
　　 切り捨て

　将来負担比率は、標準財政規模の減少等により分母が減少する一方で、公債費へ充当可能な基金
の増や地方債現在高等の将来負担額の減により分子も減少し、分子の減少率が分母の減少率を上
回ったため、6.7ポイント減少の48.1％となりました。
　現時点では財政健全化基準以内であり、適正な水準にあると判断できます。
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⑤資金不足比率

　・資金の不足額

　　　［ 法適用企業会計 ］

　　　［ 法非適用企業会計 ］

 　・事業の規模

　　　［法 適 用 企業］ ＝ 営業収益 － 受託工事収益の額

　　　［法非適用企業］ ＝ 営業収益に相当する収入額 － 受託工事収益に相当する収入額

流動資産

― ―

― ―

― ―

以上のことから…

　公営企業会計ごとの資金不足額が、事業の規模に対してどの程度あるかを示す比率。

⑤資金不足比率 ＝
資金の不足額

＝
各会計とも赤字なし

事業の規模 （比率算定なし）

　（流動負債 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるため起こした地方債の現在高
　　－ 流動資産） － 解消可能資金不足額

　（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てる
　　ため起こした地方債の現在高） － 解消可能資金不足額

（単位：千円）

区 分 会 計 名 流動負債 剰余額

法適用企業 水 道 事 業 会 計 362,618 ― 4,355 358,263

区 分 特 別 会 計 名 歳　入 歳　出 翌年度繰越額 剰余額

法非適用企業

簡易水道事業特別会計 879,104 879,104 0 0

下 水 道 事 業 特 別 会 計 67,043 67,043 0 0

農業集落排水事業特別会計 37,550 37,550 0 0

　本町における４つの指標の健全化判断比率及び資金不足比率につきましては、い
ずれも早期健全化基準を下回っており、現時点では適正な水準であると言えます。
　しかし、依然として高い公債費負担の状況など、まだまだ改善すべき点があり、総合
振興計画に位置付けられた「新たなまちづくり」推進のためにも、引き続き健全な財政
運営に努めてまいります。
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財政用語説明

１．「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」とは

２．会計等について

３．健全化判断比率（４指標）及び資金不足比率について

（※1）標準財政規模とは、人口・面積等から算定される当該団体の標準的な一般財源の規模です。

４．「早期健全化基準」について

５．「財政再生基準」について

６．「経営健全化基準」について

　地方公共団体の財政破たんを未然に防ぐため、悪化した団体に対して早期に健全化を促すため
の「早期健全化基準（イエローカード）」と「財政再生基準（レッドカード）」の二段階で財政状況を
チェックするために定められた法律で、平成21年4月から全面施行されました。
　４つの健全化判断比率（①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負
担比率）と、水道事業などの公営企業については⑤資金不足比率を用いて、地方公共団体の財政
状況や経営状況を把握します。

一 般 会 計 等
　福祉、教育、まちづくり等の地方公共団体の中心的なサービスを行う「一般会
計」と「住宅新築資金等貸付事業特別会計」をあわせて『一般会計等』と呼んで
います。

特　別　会　計

　特定の事業を行う場合に、特定の収入等をその事業の経費に充当することを
明確にするため、一般会計から切り離して設けられた会計のこと。本町では、国
民健康保険、大正診療所、十和診療所、大道へき地診療所、後期高齢者医療、
介護保険の６会計です。

公営企業会計
　地方公営企業法に定められた水道事業など、企業として経営する独立採算的
な事業会計のこと。本町では、水道事業、簡易水道事業、下水道事業、農業集
落排水事業の4会計です。

健

全

化

判

断

比

率

① 実質赤字比率
　「一般会計等」を対象とした実質赤字額の標準財政規模（※1）に対す
る比率で、赤字が生じた場合は早期の解消を図る必要があります。

② 連結実質赤字
　　比　　　　　　率

　特別会計や公営企業会計を含む町の全会計を対象とした実質赤字
（又は資金不足）の標準財政規模（※1）に対する比率で、赤字が生じた
場合、問題のある会計の赤字解消を図る必要があります。

③　実 質 公 債 費
　　比　　　　　　率

　一般会計等が負担する借金（元利償還金等）返済額の標準財政規模
（※1）に対する比率であり、この指標が18％を超えると地方債の許可が
必要となり、25％を超えると一部の地方債発行が制限されます。

④ 将来負担比率

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模（※1）
に対する比率であり、これらの負債が将来、町の財政を圧迫する可能
性が高いかどうかを示すストック指標です。この指標では、町の全会計
はもちろん、一部事務組合や第三セクターまでを含めた将来返済すべ
き実質的な負債（地方債残高、債務負担行為支出予定額、退職手当見
込額など）が対象となります。

⑤ 資 金 不 足 比 率
　公営企業ごとに事業規模に対する資金不足の状況を示した指標で、
資金不足が発生すれば、早期の改善計画を策定する必要があります。

　健全化判断比率（①から④の比率）のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合（イエロー
カード）には、議会の議決を経て財政健全化計画を定め、自主的な改善努力による財政健全化が
求められます。

　健全化判断比率（①から④の比率）のうち、いずれかが財政再生基準以上の場合（レッドカード）
には、いわゆる赤字再建団体となり、議会の議決を経て財政再生計画を定め、国等の関与による
確実な再生が求められます。
※財政再生基準は、①実質赤字比率20％　②連結実質赤字比率35％　③実質公債費比率35％

　資金不足比率⑤が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て経営健全化計画を定
め、自主的な改善努力による経営健全化が求められます。
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